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「 第 5 4 回 外資 系 企業 動向 調査 」 の 概要 

1. 調査 の 概要 
() 調査 の 目的 

外資 系 企業 動向 調査 は 、 我 が 国 に お ける 外資 系 企業 の 経営 動向 を 把握 する こと に より 、 今 
後 の 産 業 政 策 及 び 通 商 政 策 の 推進 に 資す る こと を 目的 と し て いま す 。 

(2) 調査 の 法 的 根拠 及び 秘密 の 保 

本 調査 は 、 統 計 法 に 基づい て 経済 産業 省 が 実施 し た 一 般 統 計 で す 。 ま た 、 こ の 調査 に より 

報告 され た 記入 内 容 は 、 統 計 法 第 4 1 条 に よっ て 秘密 が 保護 され て いま す 。 

Q) 調査 の 対象 

本 調査 は 、202 0 年 ( 令 和 2 年 ) 3 月 末 時 点 で 以下 の 条件 を 満た す 我 が 国 企業 を 対象 と 

し まし た 。 

① 外 国 投 資 家 が 株 式 又は 持分 の 3 分 の 1 超 を 所 有 し て いる 企業 で あっ て 、 外 国 側 筆頭 出 

資 者 の 出資 比率 が 1 0 % 以 上 で ある 企業 

② 外 国 投資 家 が 株 式 又は 持分 の 3 分 の 1 超 を 所 有 し て いる 国内 法人 が 出資 する 企業 で あっ 

て 、 外 国 投資 家 の 直 接 出資 比率 及び 間接 出資 比率 の 合計 が 3 分 の 1 超 と な り 、 か つ 、 外 

国 側 筆頭 出資 者 の 出資 比率 が 1 0 % 以 上 で ある 企業 

( 注 1) 外国 投資 家 と は 、 本 調査 に お いて は 非 居住 者 で ある 個人 、 外 国法 令 に 基づい て 設 

立 さ れ た 法人 その 他 の 団体 又は 外国 に 本 社 を 有する 法人 その 他 の 団体 を いい ま 

す 。 

( 注 2) 直 接 出資 比率 と は 、 資 本 金 又 は 出資 金 総額 に 占め る 外国 投資 家 の 株 式 又は 持分 の 

比率 で す 。 間 接 出資 比率 と は 、 外 国 投資 家 の 国内 法人 へ の 出資 比率 に 国内 法人 か 

ら の 当該 企業 へ の 出資 比率 を 乗じ た も の で す 。 

(4) 調査 方 法 

対象 企業 に 調査 京 を 配布 し 、 対 象 企 業 が 記入 し て 提出 する 郵送 調査 及び オン ライ ン シ ス テ 

ム 調 査 (一 部 、 メ ー ル で の 回 答 含 む ) に て 実施 し まし た 。 

(5) 調査 時 点 

本 調査 は 、202 0 年 ( 令 和 2 年 ) 3 月末 現在 、 又 は それ 以前 で 最も 近い 決算 時 点 に お け 

る 201 9 年 度 ( 令 和 元 年 度 ) 及び 201 9 年 度 未 ( 令 和 元 年 度 未 ) の 実績 に つい て 、2 0 

2 0 年 ( 令 和 2 年 ) 8 月 1 日 に 調査 を 実施 し まし た 。 

(6) 回 収 状況 

調査 対象 企業 数 5, 748 社 (前 年 度 5, 701 社 ) 

回 収 企業 数 2, 978 社 ( > 3, 449 社 ) 

回 収 率 51. 8% ( 7 60. 5%) 

有効 回 答 (操業 中 ) 企業 数 2, 808 社 (金融 ・ 保 険 業 及び 不動 産業 を 含む ) 
2, 642 社 (金融 ・ 保 険 業 及び 不動 産業 を 除く ) 

( 注 1) 2010 年 (平成 2 2 年 ) 調査 より 、 金 融 ・ 保 険 業 及 び 不 動産 業 も 調査 対象 と な り



まし た 。 

( 注 2) 2011 年 (平成 2 3 年) 調査 より 、 持 株 会 社 を 経由 し た 間接 出資 の みな ら ず 事業 会 社 

を 含む あら ゆる 国内 法人 か ら の 間接 出資 も 対象 と し て いま す 。 

2. 利用 上 の 注意 

(1) 調査 結果 に 対す る 留意 点 

O 集計 に 当たっ て は 、 有 効 回 答 の み を 集計 し まし た 。 こ の た め 、 項 目 に よっ て 集計 企業 の 

数 に ば ぼ ばらつき が 生じ て いま す 。 

② 本 調査 の 結果 を 前 回 調査 、 あ る い は それ 以前 の 調査 結果 と 比較 する 場合 に は 、 前 回 まで 

調査 対象 外 で あっ た 企業 が 今回 調査 で 対象 と な る な ど 調 査 対象 企業 数 及び 回 収 率 の 違い 等 

に 留意 する 必要 が あり ます 。 

(2) 地域 定義 

母国 籍 と は 、 外 国 側 出資 者 の 所 在 国 を 指し ます 。 ま た 、 国 と ある の は 所 在 地域 を 含む 場合 

が あり ます 。 

な お 、 本 文中 に お いて 、 ア メリ カ 系 と は アメ リカ 合衆国 が 母国 籍 の 場合 を 指し 、 北 米 系 と 

は 、 カ ナダ を 含む 地域 が 母国 籍 で ある 場合 を 指し ます 。 

(3) 業種 分 類 

本 調査 の 業種 分 類 は 、 日 本 標準 産業 分 類 に 準拠 し て いま す 。 

(4) 用 語 、 記 号 及 び 注 記 

① 本 文中 の 用 語 は 以下 の と お り で す 。 

「 回 収 企業 数 」 : 調査 票 回 収 企業 数 

「 集 計 企業 数 」 : 操業 中 で か つ 当 該 項目 に 回 答 が あっ た 企業 数 (金額 に つい て は 単位 未 

満 の 回 答 を 除く ) 

「 世 界 計 」 : 集計 企業 合計 を 指し ます 。 母 国籍 別に 見 た と き に 使用 し て いま す 。 

「 全 産業 」 : 集計 企業 合計 を 指し ます 。 産 業 別 に 見 た と き に 使用 し て いま す 。 

「 全 法人 企業 」 : 特 に 断り の な い 限 り 、 国 内 の 全 法人 企業 を 指し ます 。 財 務 省 の 「 法 

人 企業 統計 」 を 用 いて いま す 。 

② 表 中 の 記号 は 以下 の と お り で す 。 

「x」 企業 数 が 1 又は 2 の た め 、 秘 匿 し た こと を 示し ます 。 

な お 、 こ の 秘匿 に よっ て も 「x」 の 箇所 の 数 値 が 計算 に よっ て 算出 され る お そ 

れ の ある も の に つい て は 、 企 業 数 が 3 以上 で も 秘匿 し た 箇所 が あり ます 。 

「-」 該当 数 字 な し 

「0」 単位 未満 

③ 単位 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 内 訳 と 合計 が 一 致し な い 場合 が あり ます 。 

④ 本 文中 の 表 は 主要 業種 を 掲載 し て いる た め 、 内 訳 と 合計 が 一 致し な い 場 合 が あり ます 。 

⑤ 本 文中 の 前 年 度 比 、 比 率 に つい て は 、 調 査 単位 の 百 万 円 で 算出 し て いま す 。 

(5) 比率 の 算式 

それ ぞ れ 分 母 、 分 子 の 両方 の 項目 に 回 答 の あっ た 企業 の 集計 値 で 算出 し て いま す 。



(第 11 表 関係 
売上 高 経常 利益 率 ニー 

JC. = 

x 100 

; w 二 純資産 己 資 本 比率 = 100 自己 資本 比率 e X 

(6) 問い 合わ せ 先 

この 統計 表 に つい て の 問い 合わ せ は 、 経 済 産業 省 貿 易 経 済 協 力 局 投資 促進 課 元 に ご 連絡 く 

だ さい 。 

郵便 番号 100-8901 東京 都 千 代田 区 霞が関 一 丁目 3 番 1 号 

電話 03-3501-1511 (代表 ) _ 内 線 3181 

03-3501-1662 (直通 ) 

E-Mail gaishi-chosa@meti.go. jp 

(7) その 他 

この 統計 表 に 掲載 され た 数 値 を 他 に 転載 する 場合 は 、「 外 資 系 企業 動向 調査 (経済 産業 

省 ) 」 に よる 旨 を 記載 し て くだ さい 。 

な お 、 本 書 の 編集 、 刊 行 に 関す る 質問 は 、 下 記 宛 に お 願い し ます 。 

本 書 は 、 経 済 産業 省 が 202 0 年 ( 令 和 2 年 ) 8 月 1 日 に 調査 を 実施 し た 「 令 

和 2 年 外資 系 企業 動向 調査 」 結果 を 取り まとめ 、「 第 5 4 回 令 和 2 年 外資 系 

企業 動向 調査 ( 令 和 元 年 度 実績 )」 と し て 公表 (確報 ) し た も の を 経済 産業 統計 

協会 が 「 第 5 4 回 外資 系 企業 の 動向 令 和 2 年 外資 系 企業 動向 調査 ( 令 和 元 年 

度 実績 )」 と し て 編集 、 刊 行 し た も の で す 。 

本 書 の 編集 、 刊 行 に つい て の 問い 合わ せ は 、 一 般 社団 法人 経済 産業 統計 協 

会 あて ご 連絡 くだ さい 。 

郵便 番号 104-0061 _ 東京 都 中 央 区 銀座 2 丁目 8 番 9 号 (木挽 館 銀 座 ビ ル ) 

電話 03-3561-2974 

Fax _ 03-3561-5212
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第 54 回 外資 系 企業 動向 調査 (2020 年 調査 ) の 概況 
2019 年 度 の 我が国 外資 系 企業 動向 の ポイ ント 

〇 構成 比 は アジ ア 系 企業 の 割合 が 増加 、 米 国 系 企業 及び 欧州 系 企業 は 減少 。 
〇 常時 従業 者 数 は 減少 (前 年 ・ 当 年 と も 回 答 し た 企業 間 比 較 。 回 答 総 数 も 減少 ) . 
〇 売上 高 、 経 常 利 益 、 設 備 投 資 額 と も に 減少 (前 年 ・ 当 年 と も 回 答 し た 企業 間 比 較 。 回 
答 総数 に お いて も 同様 ) 。 

で 〇 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 魅力 は 、 依 然 と し て 「 マ ー ケ ッ ト と し て の 魅力 」 が 最多 。 
〇 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 は 、 最 多 の 「 ビ ジネス コス ト の 高 さ 」 は 再び 増加 、 
次 点 で 近年 増加 傾向 だ っ た 「 人 材 確保 の 難し さ 」 は 減少 。 

〇 雇用 見 通し は 、94.6% の 企業 が 増員 も し く は 現状 維持 を 予定 。 
〇 日 本 で の 今後 の 事業 展開 は 、 過 半数 の 企業 が 現状 維持 を 予定 。 
〇 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 は 「 受 注 が 減っ た 」 が 最多 。 

〇 母国 籍 別 で は アジ ア 系 企業 の 割合 が 増加 、 米 国 系 企業 、 欧 州 系 企業 は 減少 。 
・ ア ジア 系 企業 は 29.3%( 同 1.9% ポ イン ト 増 加 )、 米 国 系 企業 は 21.6%( 同 人 ム 1.5% ポ イン ト 減 
少 ) 、 欧 州 系 企業 は 42.6%( 同 ム 0.6% ポ イン ト 減 少 ) と な っ た 。 

〇 常時 従業 者 数 は 減少 (前 年 ・ 当 年 と も 回 答 し た 企業 間 比 較 。 回 答 総数 も 減少 ) 。 
・ 常 時 従業 者 数 は 前 年 度 比 人 0.3% 減 少 (回 答 総数 で は 51.0 万 人 、 前 年 度 比 人 7.7% 減 少 ) 。 
内 訳 を 見 る と 、 製 造 業 が 前 年 度 比 人 1.9% 減 少 (回 答 総数 で は 18.5 万 人 、 人 な 7.5% 減 少 ) | 
非 製 造 業 が 前 年 度 比 0.7% 増 加 ( 同 32.5 万 人 、 人 7.7% 減 少 ) 。 

は ik (前 年 ・ 当 年 と も 回 答 し た 企業 間 比 較 。 回答 
総数 こ お い 同様 N 

・ 売 上 高 は 前 年 度 比 人 1.1% 減 少 (回 答 総 数 は 36.5 兆 円 、 前 年 度 比 人 18.3% 減 少 ) 。 
・ 経 常 利 益 は 同人 4.4% 減 少 ( 同 2.0 兆 円 、 同 人 31.4% 減 少 ) 。 
・ 設 備 投 資 額 は 同人 35.2% 減 少 ( 同 1.1 兆 円 、 人 35.2% 減 少 ) 。 

〇 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 魅力 は 、「 マ ー ケ ッ ト と し て の 魅力 」 が 最多 。 
・ 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 魅力 は 、「 所 得 水準 が 高く 、 製 品 ・ サ ービス の 顧客 バボ リューム が 大 き 
い 」 が 最多 (61.0%) 。「 イ ン フ ラ が 充実 し て いる 」 (47.6%) 、「 製 品 ・ サ ービス の 付加 価値 
や 流行 に 敏感 で あり 、 新 製品 ・ 新 サー ビス に 対す る 競争 力 が 検証 で きる 」 (47.3%) が 続く 。 

〇 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 は 、「 ビ ジネス コス ト の 高 さ 」 が 最多 。 
・ 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 は 、「 ビ ジネス コス ト の 高 さ 」 が 最多 の 回 答 (75.1%) を 得 
て お り 、 回 答 割合 は 前 年 度 比 (3.2% ポ イン ト ) で 増加 。 一 方 、 次 点 で 近年 増加 傾向 だ っ た 「 人 材 
確保 の 難し さ 」 (53.6%) は 減少 。 

〇 雇 用 見 通し に つい て は 、94.6% の 企業 が 増員 も し く は 現状 維持 を 予定 。 
・ 今 後 1 年間 の 雇用 見 通し に つい て 、「 現 状 を 維持 する 」 と 回 答 し た 企業 が 69.9% で 最も 多く 、 

「 増 員 す る 」 と 回 答 し た 企業 が 24.7%。 

〇 日 本 で の 今後 の 事業 展開 に つい て は 、 過 半数 の 企業 が 現状 維持 を 予定 。 
・ 日 本 で の 今後 の 事業 展開 に つい て 、「 現 状 を 維持 する 」 と 回 答 し た 企業 が 57.0% と 最も 多く 、 
次 いで 「 事 業 の 拡大 を 図る (営業 ・ 販 売 ・ マ ー ケ ティ ング 機能 ) 」 が 35.5%。 

〇 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 は 「 受 注 が 減っ た 」 が 最多 。 
・ 新 型 コ ロナ ウイ ルス の 影響 は 、「 受 注 が 減っ た 」 と 回 答 し た 企業 が 59.0% と 最も 多く 、 次 い 

で 「 製 品 ・ 商 品 及 び サ ービス の 流通 に 悪影響 が 出 た 」 が 33.0%。 





1. 分 布 状況 

・2020 年 3 月 末 の 集計 企業 数 は 2.808 社 、 前 年 度 比 人 14.6% 減 少 、 製 造 業 が 489 社 、 同 人 5.2% 

減少 、 非 製造 業 が 2.319 社 、 同 人 ム 16.3% 減 少 。 全 産業 に 占め る 割合 は 、 製 造 業 が 17.4%、 

非 製 造 業 が 82.6% と な っ た (1-1 図 、1-1 表 ) 。 
・ 業 種別 に みる と 、 人 卸売 業 が 1.096 社 で 全 産 業 の 39.0% を 占め て 最多 、 次 いで サー ビス 業 、 

情報 通信 業 の 順 と な っ て いる (1-1 図 ) 。 

・ 母 国籍 別に みる と 、 ヨ ー ロ ッ パ 系 企業 が 1.197 社 (シェ ア 42.6%、 前 年 度 と 比べ ム 40.6% ポ 

イン ト 減 少 ) 、 ア メリ カ 系 企業 が 607 社 ( 同 21.6%、 同 人 ム 1.5% ポ イン ト 減 少 ) 、 ア ジア 系 

企業 が 822 社 ( 同 29.3%、 同 1.9% ポ イン ト 増 加 ) と な っ た (1-1 表 ) 。 
・ 所在 地域 別に みる と 、 関 東 圏 に 2, 270 社 、 都 道府県 別 で は 、 東 京都 に 1.829 社 で 全国 の 65. 1% 

を 占め て 最多 、 次 いで 神奈 川 県 (10.6%) 、 大 阪 府 (5.1%) の 順 と な っ て いる (1-2 図 、 

1-2 表 ) 。 

1-1 図 集計 企業 の 業種 別 分 布 1-1 表 母国 籍 別 及 び 業 種別 構成 比 

その 他 の 非 製 衝 業 103 社 化学 67 革 
で に 生産 用 機械 49 社 

不動 産業 36 社 輸送 機械 49 社 (単位 : 社 、%、% ポ イン ト ) 
運輸 業 87 社 電気 機械 43 社 

金融 保険 業 業務 用 機械 374 2019 年 度 
130 社 な 医薬 品 28 社 集計 企業 数 2017 | 2018 | 2019 

小売 業 食料 品 16 社 年 度 | 年 度 | 年 度 | 前 年 度 差 
139 社 回 PF の 他 の 製作 業 | 界 計 / 全 産業 2,808 | 1000 | 1000| sg 

情報 通信 業 489 社 1308 アメ リカ 系 企業 607| 231| 23.1 216| A 15 
2873t 17.4% アジ ア 系 企業 822| 274| 274| 203 19| 

うち 中国 317| 105| 103 113 10| 
非 製造 業 ヨー ロッ パ 系 企業 1197| 431| 432| 426| A0 
2.319 社 その 他 182| 63| 63 65 02 

や 82.6% = 月 江 489 | 165| 157 174 17 
: 非 製造 業 2319| 835| 843| 826| A17 

サー ビス 業 441 社 
卸売 業 1.096 社 

1-2 図 所 在 地域 別 企 業 数 1-2 表 所 在 企業 数 上 位 10 都 道 府 県 

(単位 : 社 ) 2,270 (単位 : 社 、%) 

400 T— aa 順位 | 都 道 府 県 | 企業 数 | 構成 比 

1 =R 

( 注 ) 構成 比 は 集計 企業 数 2.808 社 を 100 と し た 割合 
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参入 企業 の 状況 

・ 集計 企 業 の うち 、2019 年 度 中 の 新規 設立 ・ 資 本 参加 企業 数 ( 注 ) は 48 社 、 製 造 業 が 14 社 、 
非 製造 業 が 34 社 と な っ た (2-1 図 ) 。 

・ 業 種別 に みる と 、 卸 売 業 と サー ビス 業 が 10 社 で 最も 多く 、 次 いで 情報 通信 業 が 8 社 と な っ 
た (2-1 図 ) 。 

・ 新規 参入 企業 の 外資 比率 が 三 分 の 一 を 超え た 理由 は 、「 合 併 ・ 買 収 (M&A)」 が 最も 多く 38.3%、 
次 いで 「 単 独 で 新規 設立 」36.2% と な っ た (2-2 図 ) 。 

2-1 図 新規 参入 企業 の 業種 別 推移 

(単位 : 社 〉 

60 サー ビス 業 , 12 

53 

48 50 ーー 5 

40 FoEAR キー に > 光 お 
サー ビス 業 , 15 非 

30 27 8 
& 
業 

o0k HH 34 
7 情報 通信 業 ,7 ii 

。 NNN 月 日 NNN . H 
o ド 5 クラ 7 回 

ーー タタ タダ ¥ いい N 

2015 年 度 2016 年 度 2017 年 度 2018 年 度 2019 年 度 

W 製造 業 し | 非 製造 業 。_ 全 産 業 

( 注 ) 操業 状況 が 「 設 立 後 初 決算 前 」 の 企業 を 含む 。 

2-2 図 新規 参入 企業 の 外資 比率 が 三 分 の 一 を 超え た 理由 推移 

2015 年 度 
(N=74) 

2016 年 度 
(N=26) 

2017 年 度 | 
(N=52) mw 

2018 年 度 
(N=45) 

2019 年 度 | > o % 
B B THRR T ロ 合 弁 で 新規 設立 合併 ・ 買 収 (M&A) 日 その 他 

( 注 ) 外資 比率 が 三 分 の 一 を 超え た 理由 に つい て 回 答 の あっ た 企業 の み 集 計 。 
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3. 解散 ・ 撤 退 ・ 外 資 比率 低下 企業 の 状況 

・2019 年 度 中 の 解散 ・ 撤 退 ・ 外 資 比率 低下 ( 注 1) の 企業 数 は 86 社 、 製 造 業 が 19 社 、 非 製造 

業 が 58 社 と な っ た (3-1 図 ) 。 
・ 業 種別 に 見 る と 、 卸 売 業 と サー ビス 業 が 14 社 と 最も 多く 、 次 いで 情報 通信 業 が 13 社 と な っ 

た (3-1 図 ) 。 

3-1 図 撤退 企業 の 業種 別 推移 

(単位 社 ) 
180 - 

60 151 149 
| 業種 不明 , ぅ 

140 

120 

小売 業 , 17 小売 業 ,11 
100 - 

| 86 
| 

80 117 卸売 業 , 42 111 

卸売 業 , 55 
ーー 非 

s MR, 6 ] £ 

40 情報 通信 業 , 18 ーー 業 

情報 通信 業 , 9 58 

20 
情報 通信 業 , 13 

31 情報 通信 業 , 11 情報 通信 業 , 10 

0 + & . = ‘——3—57 1—1‘» = L. = = g 

20154 F 20164F 2017 年 度 2018 年 度 2019 年 度 

條 製造 業 し] 非 製造 業 、。 全 産 業 

( 注 1) 外資 比率 が 低下 と は 、 外 資 比率 が 3 分 の 1 以下 、 又 は 外国 側 筆頭 出資 者 の 出資 比率 が 10% 未 満 に な っ た 場 

合 を いう 。 

( 注 2) 「 業 種 不明 」 が ある た め 、 各 年 度 の 製造 業 と 非 製 造 業 の 合計 は 全体 の 合計 数 と 一 致し な い 。 
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4. 雇用 の 状況 

・ 常 時 従業 員数 は 、 前 年 ・ 当 年 と も 回 答 の あっ た 企業 間 の 比較 で は 前 年 度 比 人 0.3% 減 少 。 内 

・ 業 種別 に みる と 、 製 造 業 で 常時 従業 者 数 が 最も 多い 輸送 機械 が 人 ム 0.6% 減 少し て お り 、 非 製 

・ 他 方 、 当 年 の 回 答 総数 は 51.0 万 人 (前 年 度 比 人 7.7% 減 少 ) 、 製 造 業 が 18.5 万 人 (同人 7.5% 

・ 業 種別 に みる と 、 情 報 通信 業 が 1.8 万 人 (前 年 度 比 人 39.3% 減 少 ) 、 卸 売 業 が 6.0 万 人 (R 

・ 都 道府県 別 常時 従業 者 数 (事業 所 ベー ス ) は 、 東 京都 が 125,325 人 (構成 比 31.1%) で 最 

訳 で は 製造 業 が 同人 1.9% 減 少 、 非 製造 業 が 同 0.7% 増 加 と な っ た 。 

造 業 で 常時 従業 者 数 が 最も 多い サー ビス 業 が 3.8% の 増加 と な っ た 。 

減少 ) 、 非 製造 業 が 32.5 万 人 (同人 7.7% 減 少 ) と な っ た (4-1 図 ) 。 

人 15.7% 減 少 ) と な っ た が 、 小 売 業 で 7.5 万 人 (前 年 度 比 19.6% 増 加 ) と な っ た (4-2 図 ) 。 

多 、 次 いで 神奈 川 県 51.753 人 ( 同 12.8%) . KIRAF 42,877 人 ( 同 10.6%) の 順 と な っ た 
(4-3 表 ) 。 な お 、 本 社 ベ ー ス で の 都 道 府 県 別 常時 従業 者 数 の 構成 比 (4-4 表 ) と 比べ る と 、 
東京 都 や 神奈 川 県 は ポイ ント を 下げ る 結果 と な っ た 。 

4-1 図 常時 従業 者 数 4-3 表 常時 従業 者 数 (事業 所 ベー ス ) 
(万 人 ) o 

70 gs (単位 : 人 、%) 

| は 順位 | 都 道 府 県 | 常時 従業 者 数 | 構成 比 
60 552 1 京 125.325 31.1 

o 495 810 - 
50 — 

w 418 29 . 

345 220 325 
30 

" # v 7N 
10 /2“’ ンク ンク ジグ ク レグ 和 NSN 

¥ / で ンク レン % 
。 /M7 M7/ M7/ M/ R 

2014 年 度 2015 年 度  DIGFE 2017 年 度  0BEE 2019 年 度 

| omax  ommax  sms 

2R 主要 業種 別 常時 従業 者 数 4-4 表 常時 従業 者 数 (本 社 ベ ペース) 

eS と (単位 : 人 、%) 

. [ am2018 年 度 s 7778 順位 | 都 道 府 県 | 常時 従業 者 数 | 構成 比 

リト ua = | .. 285088 1588 
80,0 157 6 ・ 

3 

4 
4 | 

5 
3 
) 8 5 9400, | に 
- 1| R 
0 

化学 医薬品 電気 機械 情報 通信 輸送 機械 情報 通信 押 売 業 KR サー ビス 業 金融 <A | ,, 
機械 O\ X 保険 業 / 10 茨城 県 2942 06 

B 非 製造 業 ( 注 ) 構成 比 は 常時 従業 者 数 510.081 人 (本 社 ペ ベース) を 100 と し た 割合 
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5 . 国 内 に 保有 する 事業 所 の 機能 別 内 訳 

・ 国 内 に 保有 する 事業 所 の 機能 は 、 東 京都 が 最も 多く 、 次 いで 神奈 川 県 及び 大 阪 府 の 順に 分 

布 し て いる 。 
・ 常 時 従業 員数 (4-3 表 ) の 構成 比 の 上 位 に 入っ て いな い 都 道府県 で は 、 茨 城 県 、 北 海道 及び 

広島 県 が 上 位 10 都 道 府 県 に 入っ て いる 。 

5-1 表 国内 機能 の 上 位 10 都 道 府 県 

順位 | 本社 機能 レー イコ 研究 開発 機能 | 製造 ・ 加 工 機能 | 物流 機能 

1 東京 者 東京 都 東京 者 東京 者 東京 都 
2 | 神奈川 県 大 阪 府 神奈 川 県 神奈 川 県 神奈 川 県 
3 大 阪 府 愛知 県 大 阪 府 愛知 県 大 阪 府 
4 兵庫 県 神奈 川 県 愛知 県 大 阪 府 兵庫 県 
5 埼玉 県 福岡 県 埼玉 県 埼玉 県 千葉 県 
6 愛知 県 兵庫 県 茨城 県 兵庫 県 埼玉 県 
7 FER 埼玉 県 千葉 県 千葉 県 愛知 県 
s 福岡 県 北海 道 兵庫 県 静岡 県 茨城 県 
9 静岡 県 千葉 県 静岡 県 茨城 県 Ty 
10 | 茨城 県 広島 県 福岡 県 福岡 県 静岡 県 
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6. 売上 高 ・ 輸 出 高 ・ 外 国 側 出資 者 へ の 売上 高 の 状況 

[ 二 計 は 、 前 年 ・ 当年 と も 回 答 の あっ た 企業 問 で の 比較 で は 前 年 度 了 41 19 涼み 。 う 2。 
製造 業 が 公 3.2% 減 少 、 非 製造 業 が 同人 0.3% 減 少 と な っ た 。 業 種別 に みる と 、 製 造 業 で は 
情報 通信 機械 が 同人 1.5% 減 少 、 非 製造 業 で は 金融 ・ 保 険 業 が 同人 5.6% 減 少 と な っ た 。 

・ 他 方 、 当 年 の 回 答 総額 は 36.5 兆 円 (前 年 度 比 人 18.3% 減 少 ) 、 製 造 業 が 10.1 兆 円 (同人 
| 35.1% 減 少 ) 、 非 製造 業 が 26.4 兆 円 ( 同 ム 9.4% 減 少 ) と な っ た (6-1 図 、6- 1 表 ) . 業種 

別に みる と 、 製 造 業 で は 情報 通信 機械 が 最も 多く 3.6 兆 円 (同人 1.6% 減 少 ) 、 非 製造 業 で 
は 金融 ・ 保 険 業 が 最も 多く 9.8 兆 円 ( 同 A6.0% 減 少 ) と な っ た (6-2 図 ) 。 

・ 輸出 高 は 、 前 年 ・ 当 年 と も 回 答 の あっ た 企業 間 で の 比較 で は 前 年 度 比 人 6.2% の 減少 と な っ 
た 。 

| ・ 他 方 、 当 年 の 回 答 総数 で は 3.9 兆 円 、 前 年 度 比 人 33.9% 減 少し た (6-1 表 ) . 
高 に 占め る 外国 側 筆頭 出資 者 へ の 輸出 高 の 割 合 は 、 製 造 業 で は 0.9% で 、 前 年 度 か ら 

0.1% ポ イン ト 増 加 、 非 製造 業 で は 0.5% と な り 同 0.2% ポ イン ト 増 加 。 母 国籍 別に みる と 、 
アジ ア 系 企業 が 1.1%、 同 0.4% ポ イン ト 増 加 (6-1 表 ) と な っ た 。 
ーー ニニ ーー ーーー 一 iii ーー 1 ーー 

6-1 図 売上 高 

( 兆 円 ) カテ 

44.7 448 
40.7 403 

40 36.5 

273 

282 291 きき 272 24.4 

26.4 
20 7/, | 

SN_RN NNN 10 NSN \\ ンク > NSN NNN 

WRR R R N 
2014 年 度 2015 年 度 2016 年 度 2017 年 度 2018 年 度 2019 年 度 

| ロ 製 造 業 ロ 非 製造 業 _ 全 産 業 

6-2 図 主要 業種 別売 上 高 

| 10.6 104 昌 20198 年 度 | 98 
ロ 2019 年 度 

6.6 

37 36 

25 29 

19 17 24 18 15 

Qi 医薬 品 情報 通信 機械 輸送 機械 人 信 業 卸売 業 小売 業 サー ビス 業 uu ッ / 

製造 業 非 製 造 業 
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6-1 表 売上 高 、 輸 出 高 、 外 国 側 筆頭 出資 者 へ の 輸出 高 及 び 売 上 高 に 占め る 割合 

(単位 : 億 円 、%) 

= 売上 高 - 

外国 側 筆頭 出資 者 
へ の 輸出 高 

2019 年 度 | 前 年 度 比 | 2019 年 度 | 前 年 度 比 | 2019 年 度 | 前 年 度 比 

全 産 業 / 世 界 計 365.472 A 18.3 38.908 A 33.9 2.261 9.7 

製造 業 101.367 A 35.1 30.888 A 38.9 907 A 23.4 

非 製 造 業 264.105 人 ム 9.4 8.020 A37 1,353 54.5 

アメ リカ 系 企業 106.029 人 ム 17.2 7.988 109.8 357 人 ム 29.1 

アジ ア 系 企業 111.968 A9 15,377 A 110 1,184 58.5 

ヨー ロッ パ 系 企業 126.752 A326 7,085 AT774 646 A160 

(単位 :%、% ポ イン ト ) 

売上 高 に 占め る 外国 側 筆頭 出資 者 
へ の 輸出 高 の 割 合 

% ポ イ 
ント 差 

2018 年 度 | 2019 年 度 

全 産 業 / 世 界 計 0.5 0.6 0.1 

製造 業 0.8 0.9 0.1 

非 製造 業 0.3 0.5 0.2 

アメ リカ 系 企業 0.4 0.3 人 ム 0.1 

アジ ア 系 企業 0.7 1.1 0.4 

ヨー ロッ パ 系 企業 0.4 0.5 0.1 
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7. 利益 の 状況 

・ 経常 利益 は 、 前 年 ・ 当 年 と も 回 答 の あっ た 企業 間 で の 比較 で は 、 前 年 度 比 人 4.4% 減 少 。 う | 

ち 、 製 造 業 は 同 ム 9.1% 減 少 、 非 製造 業 は 同 ム 3.1% 減 少 と な っ た 。 
・ 業 種別 に みる と 、 製 造 業 最多 の 化学 が 同人 13.3% 減 少し 、 非 製造 業 最 多 の 金融 ・ 保 険 業 は 
同人 13.3% 減 少し た 。 

・ 他 方 、 回 答 総額 は 2.0 兆 円 (前 年 度 比 31.4% 減 少 ) 、 製 造 業 が 0.4 兆 円 (同人 60.0% 減 
D) 、 非 製造 業 が 1.6 兆 円 (同人 16.8% 減 少 ) と な っ た (7-1 図 ) 。 

・ 業 種別 に みる と 、 製 造 業 で は 医薬 品 が 最も 多く 881 億 円 ( 同 A45.3% 減 少 ) 、 非 製造 業 で 
は 、 金 融 ・ 保 険 業 が 最も 多く 8,049 億 円 ( 同 ム 17.8% 減 少 ) だ っ た (7-2 図 ) 。 

・ 金融 ・ 保 険 業 を 除く 売上 高 経 常 利 益 率 ( 往 ]) は 4.7% (前 年 度 比 A0.9% ポ イン ト 減 少 ) 。 
全 法 人 企業 を 0.1% ポ イン ト 下 回 っ て いる (7-3 図 ) 。 

・ 母 国籍 別に みる と 、 ア メリ カ 系 企業 が 6.6% ( 対 前 年 度 ム 41.5% ポ イン ト 減 少 ) 、 ヨ ー ロ ッ 
パ 系 企業 は 5.9% (同人 1.1% ポ イン ト 減 少 ) 、 ア ジア 系 企業 は 3.2% ( 同 0.8% ポ イン ト 増 
加 ) と な っ た (6-4 図 ) 。 

7-1 図 経常 利益 

1.5 NNN I I 16 i, 

1.0 // NNN \ し 

"WH G DA GiH A % 
2014 年 度 2015 年 度 2016 年 度 2017 年 度 2018 年 度 2019 年 度 

7-2 図 主要 業種 別 経常 利益 

| 昌 2018 年 度 | 

10000 [ | _ ロ 2019 年 度 

4.372 

9794 
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4.145 
4,000 

2,566 
1,810 1,987 

2000 874 7g2 TE 629 282 501 h 926 1,349 1.888 w07 

- | St | B o | ww の 
化学 医薬 品 _ 情報 通信 機械 輸送 機械 情報 通信 業 卸売 業 小売 業 サー ビス 業 金融 保険 業 不動 産業 

/ J J 
製造 業 非 製 造 業 
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3 図 売上 高 経 常 利益 率 の 推移 

14 年 度 15 年 度 16 年 度 17 年 度 18 年 度 19 年 度 

| ーー 一 集計 企業 ( 全 産業 ) ーママ ー 全 法人 企業 | 

[出典 ] 全 法 人 企業 : 法人 企業 統計 (財務 省 ) 

( 注 1) 売上 高 経 常 利 益 率 = 経常 利益 売上 高 x100.0 

( 注 2) 全て 金融 ・ 保 険 業 を 除い た 値 。 

4 図 売上 高 経常 利益 率 (母国 籍 別 ) 

(%) 
14 

12 

10 

8 

6 
59 45 ーーー タ ーーーーーーー タ を ーー て ーー を ーー ここ 

ーーーーーーー タ ーーー 54 55 4 Y 【 - 52 48 
、 234 37 32 

23 . 24 

0 
14 年 度 15 年 度 16 年 度 17 年 度 18 年 度 19 年 度 

| 一 ロー アメ リカ 系 企業 ーー アジア 系 企業 一 <ー ヨー ロッ パ 系 企業 こる うー 全 法人 企業 

[出典 ] 全 法 人 企業 : 法人 企業 統計 (財務 省 ) 
( 注 1) 売上 高 経常 利益 率 = 経常 利益 売上 高 x100.0 

( 注 2) 全て 金融 ・ 保 険 業 を 除い た 値 。 
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8. 自己 資本 比率 の 状況 

・ 自己 資本 比率 ( 注 ) は 10.1%。 全 法人 企業 と 比較 する と 、 集 計 企 業 は 10.0% ポ イン ト 下 回 っ 

て いる (8-1 図 ) 。 
・ 金融 ・ 保 険 業 を 除く 自己 資本 比率 は 38.5%。 全 法人 企業 と 比較 する と 、 集 計 企業 は 3.6% 

ポイ ント 下回っ て いる (8-1 図 ) 。 

8-1 図 自己 資本 比率 

(%) 
50 449 46.1 453 

40 

30 

20 

14 年 度 15 年 度 16 年 度 17 年 度 18 年 度 19 年 度 

—— 集計 企業 (金融 ・ 保 険 業 含む ) 
ーーーー 全 法人 企業 (金融 ・ 保 険 業 除く ) | 
ーーーー 全 法人 企業 (金融 ・ 保 険 業 含む ) | 

lo 集計 企業 (金融 ・ 保 険 業 除く ) | 

[出典 ] 全 法 人 企業 : 法人 企業 統計 (財務 省 ) 

( 注 ) 自己 資本 比率 三 純資産 / 総 資産 x100.0 
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9. 設備 投資 額 の 状況 

・ 設 備 投 資 額 は 、 前 年 ・ 当 年 と も 回 答 の あっ た 企業 間 で の 比較 で 前 年 度 比 ム 35.2% 減 少 。 製 
造 業 は 前 年 度 比 人 る 43.8% 減 少し 、 非 製造 業 が 同人 1.3% 減 少 と な っ た 。 

・ 業 種別 に みる と 、 製 造 業 で 最多 の 情報 通信 機械 で は 同人 57.1% 減 少 、 非 製造 業 で は 卸売 業 
が 最多 の 同 6.6% 増 加 と な っ た が 、 情 報 通 信 業 で 同 ム 41.2% と な っ た 。 | 

・ 他 方 、 回 答 総額 は 1.1 兆 円 (前 年 度 比 人 る 35.2% 減 少 ) 、 製 造 業 は 7,459 億 円 ( 同 ム 40.2% 

減少 ) 、 非 製造 業 は 3,900 億 円 ( 同 ム 23.1% 減 少 ) と な っ た (9-1 図 ) 。 
・ 業 種別 に みる と 、 製 造 業 で は 情報 通信 機械 が 最も 多く 4.029 億 円 (前 年 度 比 人 54.1% 減 少 ) 、 
非 製 造 業 で は 卸売 業 が 最も 多く 1.016 億 円 ( 同 ム 30.6% 減 少 ) と な っ た (9-2 図 ) 。 

・ な お 、 全 法人 企業 の 設備 投資 額 に 占め る 本 調査 対象 企業 の 設備 投資 額 の 割合 は 2.5% (前 年 | 
度 比 人 る 1.0% ポ イン ト 減 少 ) と な っ た (9-1 図 ) 。 

( 億 円 ) 全 法人 企業 (100 億 円) 

24.000 6,000 
5,056 

4724 el 
20,000 4,421 4,442 ーー 7534 ーー 4514 て 

4131 ーー ーー 11.534 lie 
ーー i 

16,000 を 5828 14,944 4,000 
13,700 5070 

12,000 iL 8027 4681 11359 3000 7 
4,000 % NNN グン ンク ぶ SS 1,000 

2014 年 度 2015 年 度 2016 年 度 2017 年 度 2018 年 度 2019 年 度 

ヒデ ロロ 製 造 業 ビー 一 一 非 製 造 業 集計 企業 ( 全 産 業 ) ーー 全 法人 企業 (右目 盛 ) 

[出典 ] 全 法人 企業 : 法 人 企業 統計 (財務 省 ) 

9-2 図 業種 別 設備 投資 額 

_m2018 年 度 | 

020196 f 

7,000 
6,000 
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4,000 
3,000 
2000 1799 1,830 on 5 

1000[ 471 206 259 170 | 紀 | 画 9a 484 ei6 142 859 

N 1 B = 
N 化学 医薬 品 情報 通信 機械 輸送 機械 , 情報 通信 業 卸売 業 小売 業 サー ビス 業 金融 保険 業 

製造 業 非 製造 業 
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10—1. 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 魅力 

・ 日 本 で 事業 展開 する 上 で の ビジ ネス 環境 の 魅力 は 、 業 種 毎 に より 様々 で ある が 、 全 体 と し 
て は 前 年 調査 に 引き 続き 、「 所 得 水準 が 高く 、 製 品 ・ サ ービス の 顧客 ボリ ュー ム が 大 きい 」 
で 6 割 (構成 比 61.0%) と な り 、 最 も 多かっ た 。 業 種別 で みる と 製造 業 の 構成 比 が 非 製 造 
業 の 構成 比 より 低く な っ て いる 。 

・「 イ ン フ ラ (交通 、 エ ネル ギー、 情 報 通信 等 ) が 充実 し て いる 」( 同 47.6%)、「 製 品 ・ サ ー 
ビス の 付加 価値 や 流行 に 敏感 で あり 、 新 製品 ・ 新 サー ビス に 対す る 競争 力 が 検証 で きる 」( 構 
成 比 47.3%) も 5 割 近い 企業 が 回 答 し た 。 

10-1 図 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 魅力 (複数 回 答 : 上 位 5 つま で ) 

10 20 30 40 8 8 70(9) 

(市 場 規模 が 大 きい ) ミニ ミミ ミミ ミミ ミミ ミミ ミニ ミミ ミミ ミミ ミミ ニー ミミ 
476 
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新 製 品 ・ 新 サー ビス に 対す る 競争 カ が 検証 で きる ([T 46.8 
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(T 277 
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アジ ア 市 場 の ゲー トウ ェ イ 、 地 域 統括 拠点 と し て 最適 で ある 225 

[T vo.3 
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0 
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本 104 
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10 一 2. 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 

・ 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 は 、 前 年 調査 に 引き 続き 、「 ビ ジネス コス ト の 高 さ 」 

が 最も 多く 、 約 7 割 (構成 比 75.1%) と な り 、 前 年 調査 と 比べ 3.2% ポ イン ト 増 加 し た 。 

・ 次 いで 「 人 材 確保 の 難し さ 」( 構 成 比 53.6%)、「 日 本 市 場 の 閉鎖 性 、 特 殊 性 」( 同 45.2%) 、 

「 製 品 ・ サ ービス に 対す る ユー ザー の 要求 水準 の 高 さ 」( 同 44.3%) と な っ た 。 な お 、 近 年 

増加 傾向 だ っ た 「 人 材 確保 の 難し さ 」 は 前 年 調査 と 比べ ム 4.0% ポ イン ト 減 少し た 。 

10-2 図 日 本 で 事業 展開 する 上 で の 阻害 要因 (複数 回 答 : 上 位 5 つ まで) 

(%) 
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その 他 £ 。o 
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11. 日 本 の ビジ ネス (EXFY) AR M SHLIEEER 

日 本 の ビジ ネス (事業 活動 ) コス ト に お ける 阻害 要因 は 、 前 年 調査 に 引き 続き 、「 人 件 費 」 
と 回 答 し た 企業 が 約 7 割 ( 構 成 比 68.8%) と 最も 多かっ た 。 た だ し 前 年 調査 と 比べ 43.19% 
ポイ ント 減少 し た 。 次 いで 「 税 負担 」 ( 同 57.4%) 、「 事 務 所 賃料 」 ( 同 47.2%) と な っ 
た 。 

11-1 図 . ビ ジネス コス ト に お ける 阻害 要因 (複数 回 答 : 上 位 3 つま で) 
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物流 コス ト 
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設備 費用 (工場 設備 、 情 報 機器 ・ 事 務 機械 等 ) 

土地 取得 費用 

通信 コス ト 

公共 料金 (電気 、 ガ ス 、 水 道 等 ) 

用 地 リ ー ス 費用 | 陸 昌 2020 年 調査 (n=2.468) 

その 他 [ 1 ロ 2019 年 調査 (n=2.555) 
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12—1. 日 本 人 の 人 材 を 確保 する 上 で の 阻害 要因 

・ 日 本 人 の 人 材 確保 上 の 阻害 要因 は 、「 英 語 で の ビジ ネス コミ ュ ニ ケー ショ ン の 困難 性 」( 構 
成 比 54.1%) が 最も 多く 、 前 年 調査 と 比べ A1.5% ポ イン ト 減 少し た 。 

「 給 与 等 報酬 水準 の 高 さ 」 (構成 比 48.6%) 、「 労 働 市 場 の 流動 性 不足 」 ( 同 39.0%) 、 

「 募 集 ・ 採 用 コス ト 」 ( 同 37.6%) 、「 上 厳格 な 労働 規制 」 ( 同 25.4%) 、「 法 定 外 福 利 費 

水準 の 高 さ 」 ( 同 20.6%) が これ ら に 続い た 。 

12-1 図 日 本 人 の 人 材 確保 上 の 阻害 要因 (複数 回 答 : 上 位 3 つま で ) 
(%) 

0 10 20 3 40 5 60 70 

英語 で の ビジ ネス コミ ュ ニ ケー ショ ン の 54.1 

困難 性 55.6 

48.6 
給与 等 報酬 水準 の 高 さ 

50.9 

労働 市 場 の 流動 性 不足 

募集 ・ 採 用 コス ト 

厳格 な 労働 規制 24 . 242 

_ 206 
法定 外 福 利 費 水 準 の 高 さ 181 

8.2 

81 
人 材 仲介 ・ 幹 旋 サ ービス 市 場 の 未成 熟 

昌 2020 年 調査 (n=2.466) 
6.0 

6.6 
その 他 

ロ 2019 年 調査 (n=2.551) 
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12—2. 外国 人 を 履 用 する 上 で の 阻害 要因 

・ 外 国人 を 雇用 する 上 で の 阻害 要因 は 、 前 年 調査 に 引き 続き 、「 日 本 語 で の ビジ ネス コミ ュ 
ニケ ーション の 困難 性 」 と 回 答 し た 企業 が 約 6 割 (構成 比 64.9%) と な り 最 も 多かっ た 。 

・ 次 いで 「 給 与 等 報酬 水準 の 高 さ 」( 構 成 比 32.2%)、「 駐 在 ビ ザ 取 得 の 困難 性 」( 同 27.4%)、 
「 住 居 確 保 の 困難 性 」 ( 同 19.6%) と な っ た 。 

12-2 図 外国 人 を 雇用 する 上 で の 阻害 要因 (複数 回 答 : 上 位 3 つま で ) 

(%) 
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日 本 語 で の ビジ ネス コミ ュ ニ ケー ショ ン の 64.9 

困難 性 65.5 

駐在 ビザ 取得 の 困難 性 

住居 等 確保 の 困難 性 
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配偶 者 の 就業 の 困難 性 

イン ター ナシ ョ ナル スク ー ル の 不足 

家事 使用 人 ・ ベ ビー シッ ター の ビザ 取得 の 
困難 性 

11.5 ーー 
昌 2020 年 調査 (n=2.462) 

ロ 2019 年 調査 (n=2.531) 
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13. 1 年 間 の 雇用 見 通し 

・ 外資 系 企業 に お ける 今後 1 年 間 の 雇用 見 通し は 、 前 年 調査 に 引き 続き 、 「 現 状 を 維持 する 」 
と 回 答 し た 企業 が 約 T 割 (構成 比 69.9%) と 最多 。 ま た 「 増 員 す る 」 と 回 答 し た 企業 が 
同 24.7%、「 減 員 す る 」 と 回 答 し た 企業 は 同 5.4% と な っ た 。 

13-1 図 今後 1 年間 の 雇用 見 通し 

2019 年 調査 

(n=2,580) 

昌 増 員 す る _ ロ 現状 を 維持 する oEETS 
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14. 日 本 で の 今後 の 事業 展開 

28 

・ 日 本 で の 今後 の 事業 展開 は 、 

か っ た 。 

「 現 状 を 維持 する 」 と 回 答 し た 企業 が 構成 比 57.0% と 最も 多 

・ 次 いで 「 事 業 の 拡大 を 図る 」 の うち 「 営 業 ・ 販 売 ・ マ ー ケ ティ ング 機能 」 が 多く 、35.5% 
で あっ た 。 
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14-1 図 日 本 で の 今後 の 事業 展開 

事業 の 拡大 を 図る (経営 企画 機能 ) 

事業 の 拡大 を 図る 
(営業 ・ 販 売 ・ マ ー ケ ティ ング 機能 ) 

事業 の 拡大 を 図る (研究 開発 機能 ) 

事業 の 拡大 を 図る (製造 ・ 加 工 機能 ) 

現状 を 維持 する 

事業 の 縮小 を 図る (経営 企画 機能 ) 

事業 の 縮小 を 図る 
(営業 ・ 販 売 ・ マ ー ケ ティ ング 機能 ) 

事業 の 縮小 を 図る (研究 開発 機能 ) 

事業 の 縮小 を 図る (製造 ・ 加 工 機能 ) 

事業 を 廃止 する 
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72 

75 
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51.7 

昌 2020 年 調査 (n=2.485) 

ロ 2019 年 調査 (n=2.574)



15—1. 新型 コロ ナウ イル ス に よる 自社 ビジ ネス へ の 有 影響 

・ 新型 コロ ナウ イル ス に よる 自社 ビジ ネス へ の 影響 は 、「 受 注 が 減っ た 」 で 約 6 3 (構成 比 

59.0%) と な り 、 最 も 多かっ た 。 業 種別 で みる と 製造 業 の 構成 比 が 非 製 造 業 の 構成 比 より 
高く な っ て いる 。 

・ 次 いで 「 製 品 ・ 商 品 及 び サ ービス の 流通 に 悪影響 が 出 た 」 ( 同 33.0%) 、「 ヒ ト の 移動 制 
限 に より 、 顧 客 ・ 消 費 者 が 減少 し た 」 ( 同 32.5%) 、「 新 型 コ ロナ 対応 に よる ビジ ネス コ 
スト の 増加 」 ( 同 20.6%) と 続い た 。 

15-1 図 新型 コロ ナウ イル ス に よる 自社 ビジ ネス へ の 影響 
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134 ロ 非 製造 業 (n=2.054) 
その 他 7.3 
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15 一 2. 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 が 続く 場合 の ビジ ネス 上 の 課題 

・ 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 が 続く 場合 の 日 本 に お ける ビジ ネス 上 の 課題 は 、「 顧 客 ・ 消 費 

・ 次 いで 「 新 規 顧 客 ・ 消 費 者 の 確保 ・ 獲 得 」 ( 同 61.9%) 、「 デ ジタル 技術 を と お し た コミ ュ 
者 の 維持 」 で 6 割 (構成 比 64.4%) と な り 、 最 も 多かっ た 。 

ニケ ーション 」 ( 同 33.3%) 、「 人 材 の 確保 」 ( 同 17.4%) と 続い た 。 

30 

15-2 図 新型 コロ ナウ イル ス に よる 自社 ビジ ネス へ の 影響 
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